
（別記）  

 

令和 6 年度  

南阿蘇村地域農業再生協議会水田収益力強化ビジョン  

 

１  地域の作物作付の現状、地域が抱える課題   

当地域は、阿蘇山の南部に位置し経営耕地面積に占める水田割合が

約 7 6％、立地条件は、すり鉢状の中山間地であるため山際が特に厳

しい条件不利地域であるものの、比較的傾斜が緩やかな水田も白川河

川沿い（東部～中部）に広がっており、消費者からの評価が高い主食

用米の作付を中心に、夏秋野菜（トマト、アスパラガス、ピーマン、

ナス等）、花き（トルコキキョウ、スターチス等）、畜産との複合経営

が主である。当地域でも高齢化、担い手不足が進み、農地の維持管理

が年々厳しくなっており、農業の持続力ある体制整備が急務である。  

特に条件不利地域においては、平坦地と比較すると生産コストが掛

かるため、担い手への農地集積が進まず、新たな不作付地の発生が課

題となっている。  

そのような中、担い手への農地の集積と営農組織の設立及び法人化

への取組を進めており、立地条件を活かした良質米の生産を堅持しな

がら、収益性の高い地域振興作物の取組においては担い手（認定農業

者等）を中心に作付を継続していくことが求められている。また、地

域の特産野菜等の作付を推進する事で水源の涵養、自然環境の保全、

観光と直結した景観の形成、又水田の持つ多面的な機能の維持と高齢

化対策等、不作付地の解消に継続して取り組むことが最重要課題とな

っている。  

更には中山間地特有の鳥獣被害、特に猪、鹿、猿等の被害が深刻化

し、農家経営に大きく影響しており、その対策も地域農業の喫緊の課

題である。  

一方で令和３年度に国より示された令和４年度からの交付対象水田

の見直し（水張り要件）による、現状の交付対象水田の見直しを進

め、農家への周知に注力している。特に震災以降の被害田等について

は、揚水設備・農業用水路等の復旧の見通しの立たない圃場において

は、今後交付対象水田から除外することの周知を早急に図る。  

 

２  高収益作物の導入や転作作物等の付加価値の向上等に
よる収益力強化に向けた産地としての取組方針・目標  

 

南阿蘇地域の夏冷涼な気候と寒暖の差を活用した夏秋野菜、花き・

花木、果樹等を中心に面的拡大を進めながら農家経営の安定を図って



いる。近年では、施設園芸においても高齢化、担い手不足が深刻化し

ており、新規就農者や認定農業者等へ積極的に推進することが重要に

なっている。  

また、地場産業及び行政と連携し、作付け、生産、販売まで完結で

きる販売戦略を構築し生産性の向上に努める。  

現状作付けのそば・飼料作物を中心とした二毛作の推進を図りなが

ら、本地域の冷涼な気候条件を活かした収益性の高い施設園芸（トマ

ト、アスパラガス等）や麦や大豆などの新規作物の導入や規模拡大を

目指す。  

 

３  畑地化を含めた水田の有効利用に向けた産地としての取

組方針・目標  

 

中山間地の急傾斜地に小規模の水田が点在しており、近年、鳥獣被

害や灌漑用水施設の老朽化により、主食用米から、 W C S・そば・飼料

作物等の栽培に転換した地域が増加している。そのような水田を中心

に利用状況を点検・検証し、又復旧した水田の利用状況や農業者の営

農体系を確認しながら地域の実情に配慮しつつ総合的に分析し、重点

支援期間における畑地化支援を活用し、畑作物の本作化に取り組む農

業者に対して、畑地利用への円滑な移行を促し、畑作物の産地として

将来に向けて畑地化を含めた水田の有効利用に継続して取組んでい

く。  

４  作物ごとの取組方針等   

主食用米、戦略作物以外の水田に、立地条件を活かした地域振興作

物等の作付を推進する。また、産地交付金を有効活用し、野菜、そ

ば、麦、大豆、飼料作を転作作物の中心に位置付け、それらの作物の

生産の維持・拡大を図り、不作付地の解消を含めて農業者の所得の最

大化を図る。  

（１）主食用米  

これまでの需給動向を踏まえ、需要に応じた生産を継続しつつ、地

域の立地条件を活かした売れる良質米生産を継続することで実需者並

びに消費者ニーズに沿った米の生産を行う。  

また、地域の合意形成により生産コストの低減を目標に、集落営農

及び農作業受委託組合等との連携を図ることで主食用米の主産地とし

て安定した主食用米の生産を目指す。  

（２） W C S 用稲  

当地域においては、平成 2 2 年以降、畜産農家を中心に自給飼料の

確保による低コスト化と耕畜連携による飼料作物の安定供給体制の確

立を図ってきた。これにより、不作付地の防止及び解消にも繋がって



おり栽培管理を徹底し維持拡大を図っている。  

今後も生産性の高い畜産経営に努め、計画的な良質粗飼料の確保に

より経営コストの削減を図り、需要に応じた作付面積の維持拡大を目

指す。  

 

（３）麦、大豆、飼料作物  

麦については、栽培管理の遵守による多収・高品質の麦栽培を目指

し、担い手による作付けを支援することで作付面積の拡大を図る。  

大豆については、近年、連作障害、長雨等による被害で収量減及び

品質の低下が発生しており、圃場の選定、地力増進、輪作体系の導入

を図り生産性の向上に取り組む。また、自然災害に対応するため排水

対策を強化し発芽率の向上と生育期間の栽培管理を徹底することで、

収量と品質の向上を図る。また、産地交付金を活用し担い手の取組を

推進する。  

次に、飼料作物については、米、夏秋野菜、花きなどとの複合経営

を行っている畜産農家が多く、年間を通して夏型牧草（アオバミレッ

ト・青刈りトウモロコシ・夏乾草他）及び秋播牧草（イタリアンライ

グラス・えん麦他）による通年栽培を行うことで自給飼料の確保によ

る低コスト化と畜産経営の安定に努める。このためにも産地交付金を

活用し、耕畜連携による資源循環の取組や、二毛作の取組により飼料

生産の拡大を図る。  

 

（４）そば  

立地条件を活用した取組で地産地消を基本に、産地交付金を活用す

ることで作付面積の維持・拡大を図る。  

また、担い手による取組を推進することで作業の効率化、コストの

低減を図る。更に品質向上に向けた取組や排水対策、鳥獣被害対策も

強化する必要があることから、地域に合った品種の選定と栽培管理技

術の向上を図る。  

併せて産地交付金を活用し、担い手の取組及び二毛作の取組を推進

する。  

 

（５）高収益作物  

施設園芸においては高齢化、担い手不足が深刻化していることか

ら、新規就農者や認定農業者等へ積極的に推進することが重要であ

り、地場産業と連携し、作付け、生産、販売まで完結できる販売戦略

を構築し生産性の向上に努める。  

現在、特に高齢化した農家の熟練した栽培経験を活かし、地物野菜

や小物野菜の生産に取組み、地元の直売所等（無人販売所含む）を活

用し販売を継続している。  



このことから、産地交付金を有効に活用しながら、その他作物（野

菜、花き・花木、果樹、雑穀類、その他）への支援を行い、面積の維

持、拡大を図り特色ある産地づくりを進める。  

 

５  作物ごとの作付予定面積等  ～   

８  産地交付金の活用方法の明細   

別紙のとおり  

 

 



別紙

５　作物ごとの作付予定面積等
（単位：ha）

うち
二毛作

うち
二毛作

うち
二毛作

935 895 890

196 197 200

1.5 1.5 1.5

0.5 0.6 0.6

624 302 633 305 635 310

・子実用とうもろこし

59 30 70 31 73 32

 

51.85 52.25 54

・野菜 42.7 43 45

・花き・花木 5.5 5.5 5.6

・果樹 0.25 0.25 0.25

・その他の高収益作物 3.4 3.5 3.6

・種苗等 3.4 4.8 4.8

3.3 0 1

麦

作物等
前年度作付面積等

当年度の
作付予定面積等

令和8年度の
作付目標面積等

主食用米

備蓄米

飼料用米

米粉用米

新市場開拓用米

WCS用稲

加工用米

その他

畑地化

大豆

飼料作物

そば

なたね

地力増進作物

高収益作物



６　課題解決に向けた取組及び目標

前年度（実績） 目標値

令和5年度 令和8年度

大豆　取組面積 0.52ha 0.6ha
大豆　反収 75ｋｇ/10a 85ｋｇ/10a
そば取組面積 97ha 70ha
そば　反収 119.6ｋｇ/10a 71ｋｇ/10a
麦　取組面積 1.5ha 1.5ha
麦　反収 280ｋｇ/10a 300ｋｇ/10a

飼料作物取組面積 20.5ha 21ha

実施率 87.80% 91.00%

飼料作物二毛作作付面
積

301ha 332ha

そば二毛作作付面積 30ha 33ha

水田利用率 138.80% 125.70%

※　必要に応じて、面積に加え、取組によって得られるコスト低減効果等についても目標設定してください。
※　目標期間は３年以内としてください。

整理
番号

対象作物 使途名 目標

2

4

5

1
大豆
そば
麦

担い手への助成
（基幹）

資源循環の取り組み
（耕畜連携・基幹・二

毛作）
飼料作物・WCS用稲

3 飼料作物　　そば 二毛作助成（二毛作）

62ha

47ha

野菜・花卉・花木・果樹・
・雑穀類・その他 地域振興作物への助成

（基幹）
作付面積

野菜・花卉・花木・果樹・
・雑穀類・その他

地域振興作物担い手へ
の　　助成　　（基

幹）
作付面積

50.9ha

35.7ha



７　産地交付金の活用方法の概要

熊本県

協議会名：南阿蘇村地域農業再生協議会

1 担い手への助成（基幹） 1 15,000 麦・大豆・そば 認定農業者・集落営農・認定新規就農者である事

2 資源循環の取り組み（耕畜連携・基幹） 3 13,000 WCS用稲・飼料作物 連携相手先と３年以上の利用供給協定を締結する事

2 資源循環の取り組み（耕畜連携・二毛作） 4 13,000 WCS用稲・飼料作物 連携相手先と３年以上の利用供給協定を締結する事

3 二毛作助成（二毛作） 2 11,000 そば・飼料作物
二毛作として作付けし、適正な肥培管理を実施し出荷販売
を行う事

4 地域振興作物への助成（基幹） 1 10,000 野菜・花卉・花木・果樹・雑穀類・その他 適正な肥培管理を実施し、JA・市場等への出荷を行う事

5 地域振興作物担い手への助成（基幹） 1 13,000 野菜・花卉・花木・果樹・雑穀類・その他 認定農業者・認定新規就農者である事

対象作物
※３

取組要件等
※４

整
理
番
号

使途
※１

作
期
等
※２

単価
（円/10a）

※１　二毛作及び耕畜連携を対象とする使途は、他の設定と分けて記入し、二毛作の場合は使途の名称に「○○○（二毛作）」、耕畜連携の場合は使途の名称に「○○○（耕畜連携）」と記入してくださ
い。
　　　ただし、二毛作及び耕畜連携の支援の範囲は任意に設定することができるものとします。
　　　　なお、耕畜連携で二毛作も対象とする場合は、他の設定と分けて記入し、使途の名称に「○○○（耕畜連携・二毛作）」と記入してください。
※２　「作期等」は、基幹作を対象とする使途は「１」、二毛作を対象とする使途は「２」、耕畜連携で基幹作を対象とする使途は「３」、耕畜連携で二毛作を対象とする使途は「４」と記入してください。
※３　産地交付金の活用方法の明細（個票）の対象作物を記載して下さい。対象作物が複数ある場合には別紙を付すことも可能です。
※４　産地交付金の活用方法の明細（個票）の具体的要件のうち取組要件等を記載してください。取組要件が複数ある場合には、代表的な取組のみの記載でも構いません。


